
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 21日

上   場   会   社   名   東洋通信機株式会社 上場取引所 東

コード番号      6708 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 神奈川県

　　　　　　  氏　　        名　　　角　矢　　洋 TEL (044) 542 - 6336
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 21日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 12年 12月 15日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 41,464 4.6 1,760 △ 36.6 2,062 △ 26.0
11年 9月中間期 39,659 18.7 2,776 - 2,788 -
12年 3月期 81,973 6,428 6,381

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 △ 2,791 - △ 49.64
11年 9月中間期 2,272 - 40.40
12年 3月期 687 12.23
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 56,246,136 株   11年 9月中間期 56,244,776 株   12年 3月期 56,244,776 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）12年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

12年 9月中間期 5.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

11年 9月中間期 0.00 －
12年 3月期 － 5.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 103,696 33,462 32.3 594.93
11年 9月中間期 84,808 31,583 37.2 561.54
12年 3月期 97,630 36,372 37.3 646.68
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 56,246,174 株   11年 9月中間期 56,244,776 株   12年 3月期 56,244,776 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 86,000 3,500 △ 2,000 5.00 10.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             △ 35 円 56 銭
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（１） 中 間 貸 借 対 照 表

（単位　百万円：未満切捨）

資　　産　　の　　部
当 中 間 期 末
(12 年９月 30 日）

前 期 末

(12 年 3 月 31 日）

前 年 中 間 期 末

(11 年 9 月 30 日）

対 前 期 末 比 較

増減 ( △ 印 減 )

流　　動　　資　　産 　６４，６９８    ６５，６１７ ５８，３９８ △　　　９１８

現 金 ・ 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

製 品

材 料 ・ 貯 蔵 品

仕 掛 品 ・ 半 製 品

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

　２１，００３

　　３，４４９

　２３，５１４

　　　　１４０

　　１，１６４

　　２，９７７

　　８，０２６

　　　　　　－

　　３，０７７

　　１，４５３

△　　　１０７

  ２４，６８７

    ２，２７０

 ２１，９７９

      ２７４

９７０

２，８４７

８，３１３

２００

３，０３１

１，１６２

△　　１１９

２１，６６４

２，６８４

２０，４６９

２９４

１，０４５

２，６８４

８，４４２

－

  　　　　　－

１，２２４

△　　　１１０

△　３，６８４

１，１７８

１，５３５

△　　　１３４

１９４

１３０

△　　　２８７

△　　　２００

４６

２９１

１１

固　　定　　資　　産   ３８，９９８    ３２，０１２    ２６，４０９     ６，９８５

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 装 置

車 両 ・ 運 搬 具

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 等

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

  ２５，６６４

   ９，２１２

 １１，６８２

           １

   １，７１８

   １，０４４

   ２，００４

       ４９１

         ５３

       ４３７

 １２，８４１

   ３，４５１

       ５２２

   ７，４２６

   １，４８２

△        ４１

２１，１９６

８，５４８

８，８５５

１

１，６８３

１，０４４

１，０６２

５６９

５６

５１２

１０，２４７

３，９１９

４１２

４，４６０

１，４６１

△　　　　５

１９，３７１

８，６７８

７，２５７

１

１，４３１

１，０４４

９５８

６３７

５７

５７９

６，４００

４，０５１

６１４

－

１，７４２

△　　　　　７

４，４６８

６６４

２，８２６

△　　　　　０

３５

－

９４２

△　　　　７７

△　　　　　２

△　　　　７４

２，５９３

△　　　４６７

１０９

２，９６６

２０

△　　　　３５

資　　産　　合　　計 １０３，６９６ ９７，６３０ ８４，８０８ ６，０６６



－単-２－

（単位　百万円：未満切捨）

負 債 ・ 資 本 の 部
当 中 間 期 末

(12 年 9 月 30 日）

前 　 期 　 末

(12 年 3 月 31 日）

前 年 中 間 期 末

(11 年 9 月 30 日）

対 前 期 末 比 較

増減 ( △ 印 減 )

流　　動　　負　　債 ３９，２１６ ３５，０４７ ３０，５５３ ４，１６９

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

損 害 賠 償 金 引 当 金

設 備 支 払 手 形

そ の 他 の 流 動 負 債

１２，６０７

６，５１６

２，３４５

２，０２３

１，１６６

２，８４７

７６

２４５

４，３３０

７，０５４

４

１２，１８４

６，３０５

　２，３４５

２，１６１

１，７６７

３，１７３

　　　　６８

２０７

４，２３０

２，４４２

１６１

１２，６８５

６，３００

１，６４５

６６９

１４

２，４５７

９７

２１５

４，１３０

２，１８０

１５７

４２３

２１０

－

△　　　１３７

△　　　６０１

△　　　３２５

７

３７

１００

４，６１２

△　　　１５７

固　　定　　負　　債 ３１，０１７ ２６，２１０ ２２，６７０ ４，８０７

転 換 社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

預 り 敷 金 ・ 保 証 金

１２，９９３

４，９００

－

１２，７３５

２２２

１６６

１２，９９５

５，６００

７，０２６

－

２１１

３７７

１２，９９５

６，３００

２，７９５

－

２０３

３７７

△　　　　　２

△　　　７００

△　７，０２６

１２，７３５

１０

△　　　２１０

負 債 合 計 ７０，２３４ ６１，２５７ ５３，２２４ ８，９７６

資 本 金 ９，５６０ ９，５５９ ９，５５９ ０

法 定 準 備 金 １０，５０３ １０，４６９ １０，４６９ ３３

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

９，５５０

９５３

９，５４９

９２０

９，５４９

９２０

０

３３

そ の 他 の 剰 余 金 １３，１９２ １６，３４３ １１，５５４ △　３，１５１

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 利 益 ）

           ０

  １５，２６０

△  ２，０６８

(△２，７９１)

２

１５，２６０

１，０８０

(　　６８７)

５

１５，２６０

△　３，７１０

(　２，２７２)

△　　　　　２

－

△　３，１４８

　（△３，４７９）

その他有価証券評価差額金 ２０６ － － ２０６

資 本 合 計 ３３，４６２ ３６，３７２ ３１，５８３ △　２，９０９

負 債 ・ 資 本 合 計 １０３，６９６ ９７，６３０ ８４，８０８ ６，０６６
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（２）中 間 損 益 計 算 書

（単位　百万円：未満切捨）

期　別

当 中 間 期

自平成 12 年４月 1 日

至平成 12 年９月 30 日

前 年 中 間 期

自平成 11 年４月 1 日

至平成 11 年９月 30 日

前 　 　 期

自平成 11 年４月 1 日

至平成 12 年３月 31 日

前年同期比増減

（ △ 印 減 ）

金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 増減率％

営 業 収 益 41,464 100.0% 39,659 100.0% 81,973 100.0% 1,805 4.6

　売　　　上　　　高 41,464 39,659 81,973 1,805

営 業 費 用 39,704 95.8 36,882 93.0 75,544 92.2 2,821

　売 上 原 価 33,269 80.3 30,896 77.9 63,365 77.3 2,372

　販売費・一般管理費 6,434 15.5 5,985 15.1 12,179 14.9 449

営 業 利 益 1,760 4.2 2,776 7.0  6,428 7.8 △1,016 △36.6

営　業　外　収　益 559 1.4 534 1.3    840 1.0 24

　受取利息・配当金 245 53     94 191

　雑　　　収　　　入 314 481    746 △  166

営　業　外　費　用 256 0.6 522 1.3    887 1.0 △  265

　支払利息・割引料 183 189    381 △    5

　雑　　　損　　　失 73 332    505 △　259

経 常 利 益 2,062 5.0 2,788 7.0  6,381 7.8 △　726 △26.0

特 別 利 益 5,977 14.4 33 0.1 26 0.0 5,944

　　　退職給付信託設定益 5,965 － － 5,965

　　　貸倒引当金戻入益 11 32     25 △　 20

　　　固 定 資 産 売 却 益 － 0      0 △  　0

特 別 損 失 12,819 30.9 534 1.3  5,053 6.1 12,284

    　退職給付会計基準変更時差異 12,596 － － 12,596

　　　損害賠償金引当金繰入額 100 102    202 △    2

　　　固定資産売却除却損 76 432    659 △  356

　　　会 員 権 評 価 損         46 －    103 46

　　　退職給与引当金繰入額 － －  3,953 －

　　　投資有価証券評価損 － －    136 －

税 引 前 中 間（当期）純 利 益 △4,778 △11.5 2,287 5.8  1,353 1.7 △7,066 －

法人税、住民税及び事業税 1,175 　 2.8 14    0.1   1,784    2.2 1,160

法 人 税 等 調 整 額           △3,162 △ 7.6 － 　  － △1,118  △1.3 △3,162

中　間（当　期）純　利　益 △2,791 △ 6.7 2,272 5.7     687 0.8 △5,064 －

前 期 繰 越 利 益 723 △5,982 △5,982 6,706

過年度税効果調整額           － 　　 －   6,373 －

税効果会計適用に伴う           
特別償却積立金取崩高           － －       2 －

中 間（当期）未 処 分 利 益 △2,068 △3,710   1,080 1,641

科　目

営
業
損
益
の
部

経
　
　
常
　
　
損
　
　
益
　
　
の
　
　
部

営
業
外
損
益
の
部

特
　
別
　
損
　
益
　
の
　
部
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（３）中間財務諸表作成の基本となる事項

　１．資産の評価基準及び評価方法

　　(1)有価証券

　　　 子会社株式　…　移動平均法による原価法

　　　 その他有価証券

        　 時価のあるもの　…　中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

　なお、評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法によ

り算定しております。

         　時価のないもの　…　移動平均法による原価法

(2)棚卸資産

　　　製品・仕掛品・半製品　…　個別法による原価法           

　　　ただし、水晶製品・半製品・仕掛品については、総平均法による原価法を採用し

ております。

　　　材料・貯蔵品　…　移動平均法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

　　(1)有形固定資産　…　法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法

　ただし、水晶製品製造設備については、合理的な見積りによる会社所定の耐用年

数（法人税法に規定する耐用年数の６０％相当に短縮）を採用しております。

また、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、

法人税法に定める定額法によっております。

　　(2)無形固定資産　…　法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法によっております。

　３．引当金の計上基準

　　(1)貸倒引当金

　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法に定める法定繰入率による限度額を計上する

ほか、債権の実情に即応して、個別債権についての引当額をもあわせて計上することとしてお

ります。

　　(2)損害賠償金引当金

　過年度に防衛庁に納入した防衛装備品納入代金に関する損害賠償金等の支払いに備えるた

め、防衛庁調達実施本部からの損害賠償金等納入告知書に記載された請求金額より既支払額を

控除した金額及び延滞金相当額を計上しております。

　　(3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基

準変更時差異（１２，５９６百万円）については、退職給付信託への有価証券の拠出額（時価

７，１６４百万円）を拠出時に全額を一時に費用処理するほか、残額５，４３２百万円を一括

費用処理しております。
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　　(4) 役員退職慰労引当金

　　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

　　４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　５．消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（４）追加情報

1．退職給付会計

　当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成１０年６月１６日））を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用が１２，５９８百万円増加し、

経常利益は１百万円減少し、有価証券を退職給付信託に拠出することにより退職給付信託設定益

５，９６５百万円を特別利益に計上しております。この結果、税引前中間純損失は６，６３２百万

円増加しております。

　2．金融商品会計

　金融商品については、当中間会計期間より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、経常利益は３２百万円多く計上され、税引前

中間純損失は３２百万円少なく計上されております。

　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、１年以内に満期の到来する有価証券は

流動資産として、それら以外のものは投資有価証券として表示しております。これにより有価証券

より投資有価証券へ２４百万円を振替えております。

　3．外貨建取引等会計基準

　当中間会計期間より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に

関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１０月２２日））を適用しております。

　この変更による損益への影響額はありません。



－単-６－

（５）注記事項

（中間貸借対照表関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円：未満切捨）

摘　　　　　要 当中間期末
（平成12年9月30日現在）

前期末
（平成12年3月31日現在）

前中間期末
（平成11年9月30日現在）

１. 有形固定資産の減価償却累計額

２.保証債務

　　　43,347

　　　　 718

　　　41,688

　　　　 756

　　　40,549

　　　　 500

３.発行済株式数の増加内訳

　　発 行 済 株 式 数         

１ 株 の 発 行 価 格         

（うち資本金組入額）        

　　　 1,398　株

　　　 1,430　円

　（　　 715）円

　　　　 ―　株

　　　　 ―　円

　（　　 ―）円

　　　　 ―　株

　　　　 ―　円

　（　　 ―）円

 (リ ー ス 取 引 関 係         )
(単位　百万円：未満切捨)

当 中 間 期

(自 平成12年４月１日至 平成12年９月30日)
前 中 間 期

(自 平成11年４月１日至 平成11年９月30日)
前 　 　 期

(自 平成11年４月１日至 平成12年３月31日)
リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

同　　　　　　　左 同　　　　　　　左

リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　 
機械及び

装 置
　
工具・器

具・備品
　その他　合計

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　

     
取得価額

相 当 額
 　　1,681　　1,266　　 31　　2,978

     

減価償却

累 計 額

相 当 額

 　　　397　　　748　　 10　　1,157

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　

     
期末残高

相 当 額
 　　1,283　　　517　　 20　　1,821

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　

　　　　　 
機械及び

装 置
　
工具・器

具・備品
　その他　合計

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　

     
取得価額

相 当 額
 　　　907　　1,490　　 34　　2,432

     

減価償却

累 計 額

相 当 額

 　　　251　　1,026　　 27　　1,304

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　

     
期末残高

相 当 額
 　　　655　　　463　　　7　　1,127

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　

　　　　　 
機械及び

装 置
　
工具・器

具・備品
　その他　合計

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　

     
取得価額

相 当 額
 　　　989　　1,718　　 31　　2,740

     

減価償却

累 計 額

相 当 額

 　　　322　　1,125　　 27　　1,475

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　

     
期末残高

相 当 額
 　　　666　　　592　　　4　　1,264

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　

　なお、取得価額相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リー

ス料期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

同　　　　　　　左 同　　　　　　　左

未経過リース料期末残高相当額

　　１　年　以　内　　　　　506

　　１　　年　　超　　　　1,314

　　合　　　計　　　　　1,821

未経過リース料期末残高相当額

　　１　年　以　内　　　　　340

　　１　　年　　超　　　　　786

　　合　　　計　　　　　1,127

未経過リース料期末残高相当額

　　１　年　以　内　　　　　370

　　１　　年　　超　　　　　893

　　合　　　計　　　　　1,264

　なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定

しております。

同　　　　　　　左 同　　　　　　　左

支払リース料及び減価償却費相当額

　支 払 リ ー ス 料         　　　　274

　減価償却費相当額         　　　　274

支払リース料及び減価償却費相当額

　支 払 リ ー ス 料         　　　　181

　減価償却費相当額         　　　　181

支払リース料及び減価償却費相当額

　支 払 リ ー ス 料         　　　　364

　減価償却費相当額         　　　　364

減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　　　左

減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　　　左

転換社債の転換
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